
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

5１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 心地よい生活環境が保たれたまち

主 管 部 局 市民生活部　環境課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 環境にやさしいまちづくり
基 本 施 策 豊かな自然環境の保全

取り組み事項　 環境汚染防止対策を推進する

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

単位：人、円　

豊かな自然環境の保全

基 本 方 針
脱炭素社会の実現に向けて、市民自らが温室効果ガス排出量の削減に取り組めるよう、啓発と環境学習を展開します。

施 策 の 方 針
定められた環境基準の達成を目標とし、監視体制を充実させることで良好な環境を維持します。

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.5 0.45 0.5 0.5 0.0

0
事業費計 5,707,038 6,522,124 5,658,048 7,662,000 0 0
人件費計 3,393,277 3,442,442 3,243,954 3,501,939 0

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

0

単位：人、円　

フルコスト 9,100,315 9,964,566 8,902,002 11,163,939 0

特
定
財
源

国庫支出金

市債

0 0
県支出金 1,934,000 1,934,000 1,934,000 1,934,000 0 0

0 0
その他 0 0

（１）成果指標

指標名 環境保全事業における苦情処理件数
単位 件

0
一般財源２ 3,773,038 4,588,124 3,724,048 5,728,000 0 0
一般財源１ 7,166,315 8,030,566 6,968,002 9,229,939 0

指標数値のめざす方向 維持
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

60
単年度実績値 61 63 72
単年度目標値 60 60 60 60 60

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 環境保全事業における苦情処理件数
前年度との比較 ↑：向上

単年度達成率 101.66% 105% 120% - -

所見
住民の環境に係る苦情が多様化する中、迅速な対応、解決をすることができたが、職員数に限りもある
ので、他課との連携も図りながら適正に対処する必要がある。

実績値 計画値

実績値 計画値



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



水質汚濁調査運営事業

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

大気汚染常時監視網管理運営事業

公害行政推進事業

環境保全事業における苦情処理件数120% ↑：向上 120%

水質測定

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

120% 高 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
概ね計画通りに進捗している。

第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

職員の少ない中、苦情に係る対応について迅速に処理が出来た。

今年度の成果等

公害関係法規制のもと、専門業者への業務委託等により監視体制を充実し、良好な環境の
保全が図れた。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい

構成事務事業に課題はな
いか

ある
苦情処理等、素早い対応が必要であるが、職員数が限られており、苦情の多様化に効率的
に対応していくためには、他課との連携が必要である。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

5１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 心地よい生活環境が保たれたまち

主 管 部 局 市民生活部　環境課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 環境にやさしいまちづくり
基 本 施 策 豊かな自然環境の保全

取り組み事項　 環境保全活動を推進する

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

単位：人、円　

豊かな自然環境の保全

基 本 方 針
自然環境の保全と活用を市民とともに展開し、豊かな自然を次世代に承継していきます。

施 策 の 方 針
自然体験型環境学習を市民及び関係団体と共同で実施し、保全活動につなげます。

0.6
会計年度任用職員数 0.05 0.05 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.6 0.55 0.67 0.67 0.6

4,202,328
事業費計 32,644 958,408 1,370,546 2,639,000 2,621,000 2,621,000
人件費計 4,142,342 4,280,664 4,346,899 4,692,599 4,202,328

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

6,823,328

単位：人、円　

フルコスト 4,174,986 5,239,072 5,717,445 7,331,599 6,823,328

特
定
財
源

国庫支出金

市債

0 0
県支出金 0 0

0 0
その他 600,000 0 0

（１）成果指標

指標名 里海体験学習参加人数
単位 人

6,823,328
一般財源２ 32,644 958,408 1,370,546 2,039,000 2,621,000 2,621,000
一般財源１ 4,174,986 5,239,072 5,717,445 6,731,599 6,823,328

指標数値のめざす方向 維持
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

500
単年度実績値 0 366 371
単年度目標値 500 500 500 500 500

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 里海体験学習参加人数
前年度との比較 ↑：向上

単年度達成率 - 73.2% 74.2% - -

所見
令和２，３年度は新型コロナ感染症の感染拡大防止により開催を見送っていた。令和４，５年度につい
ては、感染症対策に配慮しながら開催したが、事業参加申込みも開始１時間で定員に達する等の一定
のニーズがあり、市民参加率も高い事業となっている。

実績値 計画値

実績値 計画値



構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見

環境施策関連
事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｂ：現状のまま継続

A
活動の幅を広げるためには参加者枠を広げる必要もあると思
われるが、海での体験活動がメインのため、安全管理面から
「里海クラブ」員を２０名限定としている。安全に活動を行って
いける方策を研究する必要がある。

概ね計画通りに進捗している。



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

自然公園管理事業

里海体験学習参加人数 74.2% ↑：向上 74.2%

脱炭素化を推進する企業数 40%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

57.1% 低 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
概ね計画通りに進捗している。

第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

相生湾を中心としたあいおい播磨灘の里海づくりにおいて、子ども達の体験型の自然学習
活動等を展開しており、その活動に関わる団体や協力機関が増え、徐々に里海づくり活動の
広がりが出てきている。今後はその広がりを継続しながらより多くの市民参加が出来るような
活動内容を検討していく。また、脱炭素助成については、企業のニーズを把握し、助成のあり
方について研究する。

今年度の成果等

環境学習として、里海づくり事業を実施し、意義深い活動を進めている。また、海に隣接した
小学校の環境学習のサポート、事例発表会への参加、県主催事業への参加要請等、幅広く
活動を実施した。脱炭素助成については４事業所に対し、助成を行った。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

はい
概ね計画通りに進捗している。

構成事務事業に課題はな
いか

ある
市が事務局となり協議会を設置し、その中の諸団体が子ども達に環境学習を実施しており、
専門性の高い学習の際には学識者などに協力を依頼している。脱炭素助成については、問
い合わせ、助成件数が少なかったため、ニーズにあっているかを研究する必要がある。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - 73.2% 74.2% - -

前年比 - - 101.36% - - -
単年度実績値 0 366 371

令和8年度
単年度計画値 0 500 500 500 500 500

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】里海体験学習参加人数

6,823,328
事業費計－特定財源 32,644 958,408 1,360,546 2,021,000 2,621,000 2,621,000

フルコスト－特定財源 3,671,764 4,674,288 5,253,292 6,223,328 6,823,328

0 0 0
その他 0 0 0 600,000 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0 0

市債 0 0 0

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

6,823,328

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 3,671,764 4,674,288 5,253,292 6,823,328 6,823,328

4,202,328

事業費計 32,644 958,408 1,360,546 2,621,000 2,621,000 2,621,000

人件費計 3,639,120 3,715,880 3,892,746 4,202,328 4,202,328

0.6
会計年度任用職員数 0.03 0.03 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.53 0.48 0.6 0.6 0.6

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度予算 令和7年度 令和8年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

法律・政令・省令

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（環境教育等促進法）

実施の概要

小学生２０名で「里海クラブ」を組織し、年間を通じて相生湾を中心に、様々な視点から見た環境学習を
実施している。
また、脱炭素社会づくりを推進するため、事業者に対し、脱炭素化推進設備の導入費用などに対し、一
部補助金を交付している。

対象
環境学習については、市内小学４年生以上の児童２０名とその保護者、脱炭素助成については、市内
に事業所を有する個人または法人としている。

目的

相生湾などの自然に触れ、知ることで環境保全の必要性を学ぶとともに、ふるさとの愛着を持つ子ども
たちを育てる。
また、脱炭素化推進事業者補助金については、脱炭素社会づくりを推進するため、事業者の自主的な
取組を支援する。

部名 市民生活部 課名 環境課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 心地よい生活環境が保たれたまち 施策 環境にやさしいまちづくり
基本施策 豊かな自然環境の保全 取り組み事項 環境保全活動を推進する

                 事務事業評価シート 年度

5１．基本情報
事業番号 040301020002 事務事業名 環境施策関連事業



所見 概ね計画通りに進捗している。

所見
活動の幅を広げるためには参加者枠を広げる必要もあると思われるが、海での体験活動がメ
インのため、安全管理面から「里海クラブ」員を２０名限定としている。安全に活動を行っていけ
る方策を研究する必要がある。

休止・廃止となったとき
の影響

子どもたちから体験し、学ぶ場、機会を奪うことになり、しいてはふるさとの魅力を知らないまま
となる。
脱炭素助成については、事業者ニーズを把握し、状況を精査する必要がある。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

透明性
A：透明性が高

い

里海クラブ会員については、対象児童全員に対し、各学校を通じて
配布案内を行っている。
また、脱炭素助成については、広報誌、ホームページを始め、商工
会議所でPRを行うなど、広く一般に周知を行った。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である

参加者は１年間クラブ員として固定化し、年間スケジュールを決め
行っているが、さらなる広がりを考える場合、参加者を増やす必要が
ある。脱炭素助成については随時募集、相談受付を行っており、企
業からの問い合わせに対応出来るようにしている。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

学習の対象人数を安全面から２０名としているが、活動の裾野を広
げるためには、参加者枠の見直しを検討する必要がある。
脱炭素助成については、申請件数が少なかったため、継続するにあ
たり詳細なニーズを把握する必要がある。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である

環境学習については、「環境教育体験活動優良事例」に選定され、
活動の実施は民間団体と連携をし、実施している。脱炭素助成につ
いては、想定よりも申請件数が少なかったことから、ニーズを把握す
る必要がある。

あり

有効性
A：有効性が高

い

環境学習の講師として大学や生物の専門家や、市民団体などの協
力を得ながら、質の高い活動を行っている。
脱炭素助成については、助成することが企業の脱炭素化を促す、意
識向上につながるものと期待している。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 12,771.2787 14,159.8167

令和8年度
単年度計画値 9,348.576 10,506.584 13,646.656 13,646.656 13,646.656

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

（２）コスト指標

指標名１ 里海体験学習参加人数１人に係るコスト
単位 円


